予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　　項：農業費　　目：農業振興費　　　
	事業名: 学校給食地産地消推進事業　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　農政部　農産物流通課　地産地消係　電話番号：058-272-1111（内2855）

　　　　　　　E-mail： c11444@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：   １4,756千円（前年度予算額：   15,310千円）
	事業内容


	１　事業の概要


学校給食において、銘柄米（ハツシモ、コシヒカリ）、野菜・果実及び畜産物等、安全・安心でおいしい県産農畜産物を児童・生徒に味わってもらい、県産農畜産物に対する愛着を促し、将来の消費者として県農業への理解を深める。

（１）内容

ア　県産の米、小麦粉、大豆の利用に際し、安価な県外産との価格差の一部を助成。

　　イ　(財)学校給食会提供の米粉を使用した米粉パンを学校給食に利用した場合、米

粉パンと普通パン（小麦粉）の粉ベースにおける価格差を助成。

ウ　市町村内産の米粉を使用した米粉パンを学校給食に利用した場合、(財)学校給

食会提供の米粉と同額を助成。
　　エ　岐阜県産青果物及び県内産畜産物等を使い、地産地消の推進、食の大切さや農

業への理解を促進する学校給食の実施にかかる原材料の一部を助成。

（２）事業主体

　　　　岐阜県農業協同組合連合会

（３）対象校等

　　　　公立小学校３７９校、公立中学校１９０校、定時制高等学校９校

　　　　特殊教育諸学校１８校、国立小学校１校、国立中学校１校

（私立小学校１校、私立中学校８校）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計６０７校・施設
	２　所要経費


15,000千円

全体事業費：45,000千円

　　　　　　　　負担割合　　小・中学校　：県１／３、市町村１／３、中央会１／３

　　　　　　　　　　　　　　その他校　　：県１／２、中央会１／２
	決定額の考え方


・これまでの事業の実施を通じて学校給食における米、小麦粉は、概ね県産が使用され

ており、学校給食における県産農産物の利用促進が図れている。

・ぎふクリーン農産物、飛騨・美濃伝統野菜、市町村内農産物など多種多様な県産農産

物が積極的に利用され、野菜・果実等青果物の利用量は増加傾向にあるものの、利用

率は２割程度であるため、引き続き、利用拡大を目指して実施。

そこで、県産農産物の利用が図られている米、小麦粉類への事業費割合は減らし、利用率が低い青果物の事業割合を高める。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度

予算額
	15,310
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	15,310

	要求額
	14,756
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	14,756

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事務事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
・学校給食における県産米使用率100％を維持。

・学校給食における県産小麦粉使用率50％以上を維持。

・県産米粉を使用した米粉パンの回数を、平均３回／年から平均４回／年へ。

・学校給食における県内産青果物の使用量を平成25年度に1,100ﾄﾝへ(H24:922ﾄﾝ)


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	学校給食の米消費量に占める県産米の割合
	100％
（H17）
	（H  ）
	（H  ）
	100％
（H23）
	100％
（H25）
	100.0％

	学校給食における県内産野菜の使用量
	483.6ﾄﾝ
（H14）
	（H  ）
	（H  ）
	922ﾄﾝ
（H23）
	1,100ﾄﾝ
（H25）
	83.8％


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
・平成24年度計画事業量
品　　目

使用量（計画値）

交付単価

玄米

2,201ｔ

５

小麦粉

524ｔ
１７
大豆

 32ｔ
２３
米粉

 14ｔ
１９５
きのこ類

 11ｔ
９７
野菜・

果実類

ぎふｸﾘｰﾝ農産物

179ｔ
２５
市町村内産野菜
290ｔ
２５
飛騨美濃伝統野菜
3.5ｔ
２５
県内産

畜産物

牛肉

 19ｔ
２５３
豚肉
104ｔ
１６



（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
・平成23年度の学校給食における県産農産物の利用率は、玄米で100％、小麦粉は
50％以上（うどん100％、パン・ソフト麺50％）となっている。野菜・果実等の
利用率は22.0％で徐々に増加している（平成14年度の利用率は14.0％）。

・県内産牛肉の原発事故からの消費回復、霜降り豚肉をはじめとする県内産豚肉の
消費拡大を目的に、県内産畜産物（牛肉、豚肉）を助成対象に追加したことによ

り、学校給食における県内産畜産物の使用量の増加が見込まれる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）

○

	学校給食で、安全・安心でおいしい県産農畜産物を児童・生徒に味わってもらい、県産農畜産物に対する愛着そして県農業への理解を深めることは県農業振興の上で重要である。



	・事業の有効性（指標の状況から見て事業の成果はあがっているか）
○：期待した効果がある、△：一定の効果がある、×：期待した成果がほとんどない

	（評価）

○

	・平成23年度の学校給食における県産農産物の利用率は、玄米は100％、
小麦粉は50％以上（うどん100％、パン・ソフト麺50％）となっている。
また、野菜・果実等の利用率は22.0％で徐々に増加している（平成14
年度の利用率は14.0％）。

・学校給食に県民農産物を利用していることを児童・生徒及びその保護者
に対して周知を行い、県産農産物及び県農業への理解促進が進んでいる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
○：効率化は図られている、△：向上の余地がある、×：効率化が図られていない

	(評価)

○

	・毎年、事業効果が高まるよう交付単価の調整（改正）を行っている。



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・給食センター等学校給食関係者らの書類作成にかかる作業量が多いため、交付対

象品目や事業手続きについて精査する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
・これまでの事業の実施を通じて学校給食における米、小麦粉は、概ね県産が使用されており、学校給食における県産農産物の利用促進が図れた。

・ぎふクリーン農産物、飛騨・美濃伝統野菜、市町村内農産物など多種多様な県産農

産物が積極的に利用され、野菜・果実等の利用量は増加傾向にあるものの、利用率

は２割程度であるため、引き続き、利用拡大を目指して実施していく


